
例規制定概要書 

 

１ 対象例規と制定改廃の別 

佐倉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の改正 

 

２ 背景 

（１）本条例は、指定管理者制度の導入に伴い、平成１７年に制定されたもので

す。本条例の制定以降、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、

経営能力及び技術的能力を活用して行う手法（以下「ＰＦＩ」という。）等

により、公共施設等の建設と管理を一体的に行うことが可能となるなど、公

共事業を実施するための手法が多様化しております。 

   ＰＦＩ等では、事業者を合議体において審査することとなりますが、その

審査の過程で、公共施設等の管理に関する能力が審査されるため、本条例に

より設置されている佐倉市指定管理者審査委員会（以下「委員会」という。）

により審査する内容と重複することとなります。そこで、本条例の委員会と

ＰＦＩ等の審査における合議体の審査事項のすみ分けが必要となっており

ます。 

（２）本市においては、公共施設の再配置に関する委員会を設置し、公共施設の

適正配置に関する検討を進めております。その中で既存の公共施設の統廃

合及び移転並びに老朽化に伴う大規模改修等の実施により、指定管理者の

指定期間中に休館を余儀なくされる場合等が想定されることから、指定管

理者の候補者の選定に関し、所要の整備が必要となっております。 

（３）指定管理者として指定した団体においては、組織再編等による組織の変更

が生じる可能性があるところ、組織再編等後の団体に指定管理者としての

地位が承継される基準が明確でない状況があります。今後の適切な指定管

理者制度の運用のため、組織再編後の団体の取扱いについて、明確にする必

要があります。 

（４）任期途中で委員会の委員が退任した場合、退任した委員の補充となる委員

の任期は、委嘱した日から３年となります。この場合、当該委員の任期の終

期は、他の委員の任期の終期と異なることとなり、委員の任期の終期が複数

存することとなります。このような状況は、委員の委嘱事務の円滑な執行の

妨げとなるため、所要の整理を行う必要があります。 

 

３ 対応方針 

（１）ＰＦＩ等の手法により整備等を行った公の施設について、整備等を行った

団体が当該公の施設の管理及び運営を行う場合、指定管理者の候補者の選



定の特例として、公募、申請及び選定の手続を経ずに候補者を選定できるこ

ととします。 

（２）公の施設の統廃合や移転の方向性が決定しており、次期指定管理者を公募

することが不利となる場合や、老朽化に伴う大規模改修により指定期間中

に長期の休館が見込まれる場合等、特段の事情がある場合において、非公募

で指定管理者候補者の選定ができることとします。 

（３）指定管理者として指定された団体が組織再編等を行った場合には、指定管

理者としての業務を全部承継した団体が指定管理者としての地位を承継す

ることとし、承継した団体が適当でない場合には指定を取り消すことがで

きることとします。 

（４）補欠委員の任期を前任者の残任期間とすることで、他の委員と任期満了の

時期を揃えることとします。 

（５）本条例の改正規定は、令和６年４月１日から施行します。 

 

４ 政策内容 

（１）今後、公の施設における様々な管理運営手法の検討を含め、指定管理者制

度を取り巻く環境が変化していくことが想定されるため、柔軟な対応を可

能とすることにより、管理運営手法の選択の余地を増やすことが可能とな

ります。 

（２）指定管理者の地位の承継の基準を明確にすることで、指定管理者制度の適

切な運用を図ることができます。 


